別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名:岐阜県中小企業団体中央会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部　中小企業課　団体支援担当　電話番号：058-272-1111（内3062）

　　　　　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：158,950(158,918)千円（前年度予算額：158,897千円）

	事業内容


	１　事業の内容


 中小企業の連携組織化、活性化、情報化等を推進するため、岐阜県中小企業団体中央会が行う組合等の支援・指導事業に対し助成を行う。
1 人件費

· 指導員・職員設置費25名
· 役員設置費1名

2 事業費
· 経営支援事務費：旅費、事務費、事務所借料
· 組合等組織強化事業：組合活性化事業（実態調査事業、研究会等開催事業、活性化支援事業、組合等支援事業）、情報提供事業（情報提供事業、組合指導情報整備事業、中小企業団体情報連絡員の設置）
　　　
	２　所要経費


1 人件費　131,735(131,703)
2 事業費　 27,215

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

生産性や付加価値の向上を支援するために
・地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置づけ、モノづくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくります。

・付加価値を生む生産性の高い企業の誘致や、付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につなげます。

・既存企業の支援を強化し、グローバルな競争の激化に伴う企業の流出を防止します。
	２　これまでの取組状況


県中小企業団体中央会では、組合の育成や中小企業の組織化（組合設立）支援、組合活性化のための巡回指導、組合や組合員企業である中小企業の抱える課題に対する相談支援や各種セミナーの開催などを行っており、中小企業支援を円滑に推進できるよう、中央会の補助対象職員の人件費や事業等に要する経費に対し補助を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


　県中小企業団体中央会の活動により、組合の活性化と中小企業の経営改善等に繋がり、地域経済の活性化に寄与することができた。厳しい経済情勢が続く中、更なる中央会の活動強化を図り、引き続き組合及び中小企業の支援を継続していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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